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本研究は，研究 1 から研究 6 までの 6 つの研究によって構成された。なお，


































































ル 1 で健康影響不安を投入し，モデル 2，3 で周囲との相違，自律的判断を順に
加えて投入した結果，健康影響不安は自律的判断を投入したモデル 3 で有意で
はなくなった。 






についての自由記述回答を， KJ 法を参考にして整理した。有効回答者 93 名の
うち，8％以上の者が回答した大カテゴリ―あるいは中カテゴリ―を数量化Ⅲ類
に投入した。1 軸，2 軸のカテゴリースコアを用いたクラスター分析（ Ward 法）
を行った結果， 4 つのまとまりを抽出した。各軸のサンプルスコアを用いたク




群」の 4 群が示された。 










発災後初期（約 1-2 年），約 3 年時点（研究 4 で得たデータを用いた）， 7 年時
点にかけて，健康影響不安，周囲との相違，および自律的判断の経時的低下が
示された。また，自律的判断について，発災後初期と 7 年時点の高低群による
4 群を基準変数とした判別分析では，夫サポート，ママ友・友人サポート，専
門的情報積極入手，保育者による放射線対応への信頼が有意に群を判別し，自
律的判断の維持には夫サポートならびに専門的情報積極入手が有効であること
が示された。さらに，抑うつを基準変数とした階層的重回帰分析の結果， 7 年
時点の母親の抑うつに対して，育て方への不安感と現在の周囲との相違が正の
影響を示し，母親の年齢と初期の夫サポートが負の影響を示した。  
本研究から得られた主な結論は次のとおりである。第一に，福島原発事故後，
放射線問題をめぐる周囲との相違は中長期的段階においても依然として母親の
精神的健康の低下と関連するリスク要因であり，周囲との相違に着目した支援
ならびにさらなる研究が必要である。第二に，地震・放射線災害下における保
育者の精神的健康のレジリエンス要因として保育者効力感は有効であり，災害
への備えとして，平常時から災害時保育を含めた研修プログラムの開発と実施
が求められる。第三に，発災後の経過のなかで，母親の顕在的な不安の受けと
めから潜在的な不安への積極的な気づきと関わりへと保育者の支援者役割は比
重が移行していくこと，さらには，保育者との情緒的関わりから遠く，かつ不
安を抱いている母親が存在することが考えられ，母親が関与し，応じやすい話
から関係を築き，母親の思いに寄り添いながら不安や孤立感等の支援を意識し
ていくことが有用である。 
